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●�目の不自由な方を対象に市議会だより点字版・音声版（デイジー版、一般用CD版）を申し込みにより郵送しています。  �
希望される方は議会事務局調査法制課へ　☎025-226-3385（直通）

常任委員長報告の要旨

・・�被災者見守り・相談支援等事業および災害初期対応検証
事業

被災者見守り・相談支援等事業については、被災者が生活再建
に向け、希望を見いだせるよう、きめ細かな対応を望む。

災害初期対応検証事業については、初期の段階から女性の視点
が必要であることを意識した検証を求める。

両事業について、被災者の現在の困りごとや悩みなどに関する
アンケート実施など、調査の充実、強化を要望する。

・・人事・給与システム改修事業
地方自治体は定額減税に係るシステム改修の経費だけでなく、事

務作業の負担も負っている。国からの負担の押し付けに対しては、
指定都市市長会などを通じて、他の自治体と連携し、国に抗議の
声を上げていくべき。

・・�鳥屋野運動公園球技場災害復旧事業
事業完了後、駐車場への立入禁

止を解除する際に、取り壊しの方
向で検討が進んでいる隣接する野
球場の状況によっては、壁面など
の崩落も懸念されることから、安
全対策を十分に講じることを要望
する。

・・坂井輪中学校改築事業
液状化の再発を懸念する保護者から安心してもらえるよう地盤

調査の結果を丁寧に説明しながら進めることを求める。
再建に当たっては、地域や保護者の要望を踏まえた震災復興の

象徴、また、本市の防災拠点のモデルとなるものを期待する。
脱炭素や徹底したバリアフリー化など将来の社会の要請に十分

応えられる環境整備をするよう望む。
学校としての機能だけでなく、地域の中心として、災害時の避

難所としての機能も期待されていることから、空調設備の導入や、
太陽光発電設備の設置を検討するよう望む。

改築校舎建設エリアが、公民館と図書館に隣接する好条件を生か
し、地域とともにある学校環境を整える観点から、内履きでも行
き来できるようにスロープや階段、屋根の設置などについて、検
討するよう望む。

・・スペシャルサポートルーム運営支援事業
不登校の要因や背景により、福祉や医療機関との連携や保護者

との課題の共有などを丁寧に進めるとともに、児童生徒はもちろ
ん保護者との信頼関係の構築を重視するよう望む。

スペシャルサポートルーム
自分のクラスに入りづらい児童生徒の学校内の居場所を確保し、不登校
を未然に防止するとともに、不登校児童生徒の登校復帰を支援する場所。

◆用語説明
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・・�定額減税補足給付金および被災世帯向け給付金
定額減税補足給付金および被災世帯向け給付金については、早

期に給付できるようスピード感を持って取り組んでいることを評
価する。速やかな執行を望む。申請漏れがないようしっかりと広
報に努めるよう望む。

被災世帯向け給付金については、被災された方の要望を聞き取
り、市独自の追加措置を検討するよう望む。対象者の抽出に気を
つけながら、申請手続きの簡素化に努め、速やかな給付を求める。

定額減税補足給付金
定額減税可能額が、令和６年分推計所得税額または令和６年度分個人
住民税所得割額を上回り、控除不足額が生じる方に対し、調整給付と
して支給するもの。
被災世帯向け給付金

令和６年能登半島地震で被災し、住民税が全額免除される水準となっ
た者を含む世帯に１世帯あたり10万円を支給し、18歳以下の世帯員１
人あたり５万円を加算し支給するもの。

◆事業説明

・・�新型コロナウイルスワクチン予防接種費
希望する方が確実に接種を受けられるよう、無料となる低所得

者の範囲の拡大や、公費助成の対象について広報するよう望む。
接種費用や副反応などの情報をさまざまな媒体を使い、丁寧に

周知するよう望む。
・・�新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例
等の一部改正

改正後に保育士配置基準を満たさなくなる私立園があることか
ら、要望を積極的に聞き取るなど、人材確保を支援するよう望む。

検討中の保育補助者資格取得支援補助制度の制定に加え、保育
士の確保策に一層取り組むことを望む。

・・�液状化被災宅地等復旧支援事業
県とともに、国に支援を求め、特別交付税措置により被災者の

生活再建を後押しする支援事業ができたことを評価するとともに、
本市独自で支援した部分についても、交付税措置を求める。

自費で修繕した被災者との公平性を考慮し、工事費から少額工
事相当額を控除することについては、意図をしっかりと周知する
ことを望む。

既存の支援制度を活用した場合の控除について、不利にならな
いような制度設計を求める。

事業者の資金繰りの支援について、経済部とともに、総合的に
対応することを望む。

全ての一部損壊の住宅が存する宅地や、アパートなども広く支
援対象とすることを望む。

一日も早く復旧工事が進み、安心安全な生活が取り戻せるよう
申請窓口の設置など、早期の体制整備を望む。

分かりやすく、丁寧かつ簡潔な相談体制の構築を求める。
関連部署との連携や、職員の補充、強化、また、専門家との連

携や外部委託なども検討することを望む。
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７月３日の本会議で行われた各常任委員長報告の要旨です。

単位（円）

令和５年度　政務活動費執行状況　（令和５年５月～令和６年３月交付分）

� 会派名など

支出項目など

翔政会
（22人）

日本共産党
新潟市議会
議員団
（６人）

新潟市
公明党
（４人）

新市民
クラブ
（４人）

ともに躍動する
新潟
（４人）

新風にいがた
（４人）

市民ネット
にいがた
（３人）

無所属の会
（３人） 合計

収　　　入 36,300,000 9,900,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 4,950,000 4,950,000 82,500,000 

支
　
　
　
出

調 査 研 究 費 12,326,424 583,782 885,815 1,439,986 1,158,938 1,164,669 399,383 882,137 18,841,134 
研 修 費 51,500 63,440 0 500 0 271,880 0 6,375 393,695 
広 報 費 7,028,045 6,546,982 4,072,150 3,012,516 1,057,098 1,914,863 2,648,016 3,314,710 29,594,380 
広 聴 費 109,918 0 0 0 0 0 0 0 109,918 
要請・陳情活動費 67,143 0 0 0 0 0 0 30,937 98,080 
会 議 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
資 料 作 成 費 175,499 0 0 203,500 86,423 0 0 36,720 502,142 
資 料 購 入 費 584,661 587,115 579,959 234,654 314,172 147,874 86,448 265,234 2,800,117 
人 件 費 2,456,273 160,000 0 60,000 165,000 0 345,900 393,623 3,580,796 
事 務 所 費 1,707,341 465,747 0 166,939 1,103,827 29,516 307,320 20,264 3,800,954 

計 24,506,804 8,407,066 5,537,924 5,118,095 3,885,458 3,528,802 3,787,067 4,950,000 59,721,216 
残　　　額 11,793,196 1,492,934 1,062,076 1,481,905 2,714,542 3,071,198 1,162,933 0 22,778,784 

●�政務活動費の交付額は、会派が「会派交付（所属議員数×月額150,000円）」または「会派および議員交付（会派交付分：所属議員数×月額30,000円、議員交付分：月額120,000円）」の２
通りから選択することにしています。

●�紙面の都合上、表は会派別に会派交付分と議員交付分の合計を記載しています（日本共産党新潟市議会議員団、市民ネットにいがたは会派交付を選択）。会派交付分および議員交付分
の内訳は市議会ホームページに掲載しています。

●令和６年４月30日（政務活動費収支報告書提出期限）時点の会派名および人数を記載しています。
●�政務活動費収支報告書と領収書などの支払証拠書類は、市議会ホームページでご覧いただけます。また、議会事務局でも閲覧することができます。写しが必要な場合は１面につき10

円を負担いただきます。


